
以上の会員施設職員および正準会員を対象。

・施設内感染症防止対策指導者養成研修会

感染症対策指導者向け＝感染症対策の基本と最新知識を施設ケアの実践に適応させる方法を学ぶ。

会員施設職員対象

・管理者（職）研修会

管理者向け＝質の高い老健施設を運営するために必要な知識を学ぶ。会員施設の管理者（職）、介

護老人保健施設開設予定者

・介護老人保健施設リスクマネジャー養成講座

会員の推薦を受けた者対象＝全老健リスクマネジャー資格取得のためのリスクマネジメントの基

礎から実務までを学ぶ。

・介護老人保健施設経営セミナー

経営者向け＝安定的なサービス供給の基礎となる健全経営の方法を学ぶ。介護老人保健施設経営

者・従事者対象

②認知症介護研究・研修東京センター　ユニットケア推進室
・ユニットリーダー研修

ユニットケアを行う介護保険施設の管理者および職員を対象としたユニットケア研修。

③財団法人　介護労働安定センター
・ガイドヘルパー養成研修

視覚障害・全身性障害・知的障害のある方に対する外出時の移動の介護を行う者を養成。

・精神障害者ホームヘルパー養成研修

精神障害者の方が、居宅において日常生活を営むことができるように、食事、身体の清潔、住居

の掃除等の必要なサービスを提供する者を養成。

連絡先
認知症介護研究・研修東京センター　ユニットケア推進室
〒168-0071

東京都杉並区高井戸西1-12-1

TEL：03-3334-2279

FAX：03-3334-2282

E-mail：unit-care@dcnet.gr.jp
ホームページ：http://www.unit-care.net/

連絡先
社団法人　全国老人保健施設協会
〒105-0014

東京都港区芝2-1-28 成旺ビル7階

TEL：03-3455-4165

FAX：03-3455-4172

E-mail：info@roken.or.jp
ホームページ：http://www.roken.or.jp/index.html
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・難病患者等ホームヘルパー養成研修

難病患者の方が、居宅において日常生活が営むことができるように、家庭での入浴の介護、家事

等の必要なサービスを提供する者を養成。

④社会福祉法人全国社会福祉協議会および社団法人日本介護福祉士会
・介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修会

実習指導者として介護福祉士養成校に登録されるために必要な研修。介護福祉士・現に実習指導

者として従事もしくは、実習指導者になろうとする者対象。

⑤各都道府県、指定都市で実施
・認知症介護実践研修

認知症介護に関する実践的な知識および技術を修得する。介護保険施設・事業者等に従事する介

護職員等を対象。

・認知症介護実践リーダー研修

実践者研修で得られた知識・技術をさらに深め、介護保険施設・事業所において、ケアチームを

効果的・効率的に機能させる能力を有した指導者を養成するための実践的研修。認知症介護業務

に従事する職員で、認知症介護業務におおむね5年以上従事した経験を有しており、実践研修を修

了している者。

連絡先
社会福祉法人　全国社会福祉協議会　中央福祉学院
〒240-0197

神奈川県三浦郡葉山町上山口1560-44

TEL：046-858-1355 

FAX：046-858-1356 

ホームページ：http://www.gakuin.gr.jp/

社団法人　日本介護福祉士会
〒105-0001

東京都港区虎ノ門1丁目22-13 西勘虎ノ門ビル3階

TEL：03-3507-0784（代表）

FAX：03-3507-8810 

E-mail：webmaster@jaccw.or.jp
ホームページ：http://www.jaccw.or.jp/

連絡先
財団法人　介護労働安定センター
〒112-0012

東京都文京区大塚2丁目9番3号　住友不動産音羽ビル2階

TEL：03-5940-8021（代表）

FAX：03-5940-8022 

E-mail：info@kaigo-center.or.jp
ホームページ：http://www.kaigo-center.or.jp/
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・認知症対応型サービス事業管理者研修

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護の事業所を管理・

運営していくために必要な知識および技術を修得する。各事業所の管理者、認知症介護実践研修

における実践者研修を修了している者を対象。

・認知症介護指導者養成研修

認知症介護に関する専門的な知識および技術、高齢者介護実務者に対する研修プログラム作成方

法および教育技術等を修得する。対象は下記のア～エのすべてを満たす者。

ア：医師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福

祉士、言語聴覚士もしくは精神保健福祉士のいずれかの資格を有する者

イ：①介護保健施設・事業者等に従事している者

②福祉境内学や養成学校等で指導的立場にある者

③民間企業で認知症介護の教育に携わる者

のいずれかの要件に該当する者

ウ：認知症介護実践研修修了者

エ：認知症介護実践研修の企画・立案に参画し、または講師として従事することが予定されてい

る者

2）その他に活用が可能な助成金一覧
※各助成金の詳細については、各団体にお問い合わせください。

①独立行政法人　雇用・能力開発機構
・キャリア形成促進助成金―訓練等支援給付金

（1）専門的な訓練の実施に対する助成（対象職業訓練）

職員に専門的な知識・技能を習得させる内容の職業訓練等（OFF－JT）を受けさせる場合に、

訓練実施に要した経費の2分の1、訓練実施時間に応じて支払った賃金の2分の1が助成されます。

（2）短時間等労働者への訓練に対する助成（対象短時間等職業訓練）

雇用している短時間労働者に高度な技能・知識を習得させたり、正社員への転換に必要な技

能・知識を習得させるため、就業規則または労働協約に職業能力高度化支援制度または通常労

働者転換制度を設け、それに基づいた職業訓練等（OFF－JT）を受けさせる場合に、訓練実施

に要した経費の2分の1、訓練実施時間に応じて支払った賃金の2分の1が助成されます。

（3）有期実習型訓練に対する助成（対象有期実習型訓練）

フリーターや子育て終了後の女性など、職業能力形成機会の少ない方を新たに雇用する場合

等に、OJTやOFF－JTを効果的に組み合わせた有期実習型訓練を実施した場合は、OFF-JTに要

した経費の2分の1、OFF－JT実施の時間に応じて支払った賃金の2分の1、OJTの訓練時間に応

じて受講者1人に対して1時間につき600円、などが助成されます。

（4）自発的な職業能力開発の支援に対する助成（対象自発的職業訓練等）

職員の自発的な能力開発を支援する制度（自発的職業能力開発経費負担制度および職業能力

開発休暇制度）を就業規則または労働協約等に設け、職員の能力開発の経費を負担したり、職

業能力開発休暇を与える場合に、能力開発にかかる経費の3分の1、職業能力開発休暇期間中の

訓練時間に応じて支払った賃金の3分の1、などが助成されます。
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